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国際貿易におけるロビーイングの役割
―貿易交渉モデルによる理論的分析ー―-

池 田 康 弘

1. はじめに

現代の国際貿易では，各国間の戦略的相互依存関係はもとより，自国政府と国内企業の複雑に絡み

合った利害関係が重要な位置を占めていると言っても過言ではない。

周知のように，政府が国内の特定の産業を保護するため，その産業に従事している企業に輸出補助

金を与えたり，あるいはその産業で生産される財と類似した財を海外から輸入する場合に高い関税を

課したり，さらにまた何らかの参入障壁を設定して輸入制限するという政策がこれまで我が国を含む

諸外国において頻繁に実施されてきた。こうした保護貿易政策は，短期的には自国に所望の結果をも

たらすかもしれないが，比較的長期にわたって採られると，保護を受けている企業に対しても経営革

新のインセンティブを弱めさせることになるため，自国にも不利益をもたらしかねない。さらに，貿

易相手国も同様に保護貿易政策を採用すると「囚人のジレンマ」的状況に陥り，短期的にさえ自国に

利益をもたらすことは難しくなる。したがって，保護貿易政策は，詰まるところ，近隣窮乏化政策の

呼び水となる可能性があり，貿易縮小化によって双方の国が多大な不利益を被ることになる。

このような保護貿易政策に纏わる諸問題を回避するための一つの方法として，政府が積極的に

WTOなどの貿易協定に参画し，自由貿易にあらかじめコミットしておくことが考えられる。しかしな

がら，実際のところ，政府が自由貿易にコミットする政策をとり続けることは容易なことではない。

なぜなら，保護貿易が，政府による国内産業育成という側面よりも，現代ではとりわけ，企業側から

の要請，すなわち政策形成・実施過程における政治的圧力に負うところが大きいからである。例えば，

国内において，企業が政府へ働きかけることにより，自企業に有利になるような貿易政策を採用して

もらうという事象はロビーイング(lobbying)と呼ばれるが，このようなケースは，わが国においても

しばしば散見されるところである。

政府ー企業間関係において，ロビーイングを考慮し，国際貿易問題を経済学の観点から本格的に論

じた研究は近年， Grossmanand Helpman (1995b) をはじめとして， Bagwelland Staiger (1996), 

Maggi and Clare (1998)などによって進められている。本稿では，国内の企業が政府に対してロビー

イングを行うという想定のもとで実現される保護貿易が自由貿易のケースと比較していかなる意味を

有しているかについて Maggiand Clare (1998)の貿易交渉モデルを基礎に考察する。

マージー＝クレアー (Maggiand Clare)の貿易交渉モデルは， 2段階ゲームを用いて定式化され
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ている。まず，第 1段階では，国内の企業が生産のために投入する資本量を選び，第 2段階で，その

企業と政府が献金額と国内財の価格（以下，国内価格）を交渉により決めるものとされている。この

ゲームの均衡のことを Maggiand Clare (1998) に従い「長期均衡」と呼ぶことにする。 Maggiand 

Clare (1998)の主要な分析結果は，自国が小国のとき，政府の交渉力が企業に比べ相対的に弱いとき

には，長期均衡の下で実現する社会厚生は自由貿易のケースに比べ低くなるというものである。

Maggi and Clare (1998)のモデル分析には， 2つの問題点が存在する。第 1は，長期均衡解の導

出方法に関する点である。まず，第 2段階の交渉ゲームにおいて，国内価格は共同利潤最大化から導

出されているのに対して，献金額はその導出プロセスが明示されていない。因みに，共同利潤最大化

からは献金額を求めることはできない。さらに，第 1段階で企業が資本量を決定する際， Maggiand 

Clare (1998)は第 2段階の交渉ゲームで決まる献金額と国内価格を所与としているがこの点は不可解

である。なぜなら，献金額と国内価格はもちろん資本量に依存するのであるが，資本量が変われば当

然ながら，献金額と国内価格は変化するのに，彼らは変化しないものと想定しているからである。第

2は，政府と企業の交渉力が献金額に関係なく一定となっている点である。我々の通念で判断すると，

政府への献金額が多いほど企業の交渉力が強まるのではないだろうか。すなわち，交渉力自体がモデ

ルの中で内生的に決まる枠組で考察を行うことがより現実を反映していると思われる。

本稿では，以上の点を踏まえて， Maggiand Clare (1998) に内在する 2つの問題点を改善するこ

とを通じて，彼らの分析結果がどのような修正を迫られるかを詳細に検討する。本稿で述べられる結

論は， Maggiand Clare (1998) とは対照的に，政府の交渉力が企業に比べ相対的に弱いときでさえ，

長期均衡での社会厚生は自由貿易のケースを上回る，ということである。この結果は，政府が自由貿

易にコミットする政策を採ることが如何に困難であるかを物語るものといえよう。

本稿は次のように構成される。まず，次節と第 3節において， Maggiand Clare (1998) による自

由貿易モデル，および貿易交渉モデルが各々定式化される。続く第 4節では，政府と企業の間の交渉

力を内生的に決定する貿易交渉モデルが提示される。最後の第 5節で，今後の研究課題について言及

する。

2. 自由貿易モデルの定式化

本節では， Maggiand Clare (1998)で定式化された自由貿易モデルを踏まえ，経済の生産部門を

ニュメレール財を生産する部門とマニュファクチャー財を生産する部門に限定する。以下， N財（部

門）， M財（部門）と各々呼ぶことにする。生産要素は資本と土地の 2つのみと仮定する。この経済に

おける資本の総量は一定であり，それをKと記述する。 N財（部門）の生産に投入される資本量をKN,

M財（部門）の生産に投入される資本量を KMと表すと， KN+KM= K と表される。また，土地の量

を T と表し，一定とする。貿易を行うにあたって，自国と外国の 2国を想定し，自由貿易が行われる

とする。自国に小国の仮定を置き， M財の国際価格をp＊とする。

M財の生産に関して必要とされる生産要素は資本のみと仮定する。また， M財の生産関数を線型に
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仮定し，伽＝ KMと定式化しておく。 N財の生産には，資本と土地が必要とされ， N財の生産関数は

QN = F(KN, T)と表される。この N財の生産関数に関して， 1次同次を仮定する。さらに，資本に

関する限界生産性逓減，および土地に関する限界生産性逓減を仮定する。なお， N財の資本に関する

限界生産性を F叫KN,T)と表す。ここで， F応は生産要素 KNによる 1階偏導関数であり， F邸 KN,

F邸 k訊 Nは各々 ， 2階偏導関数， 3階偏導関数を表す。さらに，後の分析のために F邸 邸KN>0を仮定

する。M財に投入される資本量 KMをXで表すと，N財に投入される資本量 KNはKN=K-xと表さ

れ， N財の生産関数は QN= F(K-x, T)と表現できる。これによって， N財の資本に関する限界生

産性を次のようにXの関数として表すことができる。

加 (x)= FKAK -x, T) 

また， F応KN<Oの仮定から，次式が成り立つ。

冗'N(X)>。

(2-1) 

(2-2) 

本稿では簡単化のために，代表的企業を想定し，企業の数を 1とする。 N財を生産したときの企業

の収益は，価格が 1であることより， F(K-x,T)となり， M財を生産したときの企業の収益は p*x

となる。したがって，企業の収益を IIと表記すると，

n = F(K-x, T)+p*x 

となる。 F(K-x,T)は1次同次の生産関数の仮定により，（2-1)式とオイラーの定理から次式が成

り立つ。

F(K-x, T)＝加(x)(K-x)+z(x)T (2-3) 

ただし， z(x)= FT(K -x, T)である。したがって，企業の収益 IIを改めて述べ直すと，

II =加（x)(K-x)+z(x)T+p*x (2-4) 

となる。

次に，消費者の選好に関する仮定を行う。企業に関する仮定と同様に代表的個人を想定する。消費

者の効用関数を次のような準線形の効用関数と仮定する。

V(qN,qM) = q戸 u(q叫

qiは第 i財 (i=N,M)の消費量である。ただし， u'(q叫＞ 0, u"(q叫く 0とする。消費者の所得を y

とし，効用最大化問題を定式化すると，

．． 
maximize V (qN, q叫＝ qN+u(qり

{qN, q叫

subject to qN+p*qM = y 

-69 -



経済学研究第 65巻第 5 号

となり，最大化の 1階条件はラグランジュを解いて次式で与えられる。

u'(q叫＝ p*

QN+p*qM = Y 

ここで （ ） , UlqM) = V仰ー一一
2 
(q研と特定化しておく。したがって， M財の需要関数は qM= d(p*) = v-

p*と導かれる。 N財の需要は予算制約より， qN= y-p*d(p*）であるから，効用関数 Vに代入し

て，間接効用関数が次のように与えられる。

u(d(p*))+ y-p*d(p*) = y・+s(p*) 

ただし， s(p*)= u(d(p*))-p*d(p*) = +(v-p*)2である。

自由貿易の下での社会厚生を定義しておこう。社会厚生を企業の収益と消費者の余剰の和とし，

W(p*, X)と表記して次のように表す。

w(p*, x)＝加(x)(K-x)+z(x)T+p*x+s(p*) (2-5) 

ここで，ベンチマークとして，自由貿易の下での均衡資本配分を導出しておく。すなわち，企業に

とってどちらの財にどれだけ資本を投入すれば効率的かを求める。M財に投入される資本量を X と表

していたので， X について均衡資本量を求めればよい。以下では，内点解の存在のために，冗iv(O)<p*< 

加(K)を仮定しておく。企業の収益関数は (2-4)式であるので，最大化の 1階条件は，

dII 
dx 

＝冗'N(x)(K-x)一加(x)+z'(x)T+p*= 0 

で与えられることから，次式を得る況

加 (x)= p* 

(2-6) 

(2-7) 

この式を満たすXが均衡資本量であり， x*と記すことにしよう。なお，このx＊が社会厚生 w(p*,X)を

最大にすること確認しておこう。 (2-5)式より，社会厚生最大化の 1階条件式は加(x)= p*となる。

したがって，企業の収益を最大にする資本量 x*は社会厚生 w(p*,X)を最大にする資本量である。社

会厚生 w(p*,X)を均衡資本量 x*で評価したものを Oc= w(p*, X*）と表しておく。

さて，この自由貿易の下での均衡解の導出を図 1に例示して解釈していくことにしよう。まず，縦

軸に貨幣単位で測った P，冗N（X)，横軸に x（数量単位）を取り， x = Kの直線を引いておく。元N(X)> 

0'および， F邸 k訊 N>0の仮定から，冗”N(X)>0となり，加(x)は強意の凸関数となる。この曲線加(x)

と直線p= p*との交点でM財に投入する均衡資本量 x＊が決定する。

1) N財の生産関数が (2-3)式において F(K-x,T)＝加(x)(K-x)+ z(x)Tと表されていたことに留意して，こ

の式をXで偏微分すると，ーFKiK-x,T)＝冗'N(x)(K-x)一加(x)+ z'(x)Tとなり， FKN(K-x,T)＝加(x)よ

り，冗'N(x)(K-x)+ z'(x)T = 0を得る。この式を (2-6)式に代入して (2-7)式が得られる。
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p ＊ 

加 (0)

゜
X
 

K X 

図 1 自由貿易モデルにおける均衡

3. ロビーイングと保護貿易 —マージー＝クレアーの貿易交渉モデルによる分析――-

3. 1 モデルの定式化と長期均衡

本節では，マージー＝クレアーの貿易交渉モデルに従って，政府は M財の国内価格pを管理でき，

国際価格より高めに設定できるような保護貿易のケースを考察する。

政府は保護貿易を採用する場合，保護貿易政策からの収入（正あるいは負）を社会厚生に加えて考

慮しなければならない。したがって，このケースでの社会厚生は次のように表される。

w(p, x)＝加(x)(K-x)+z(x)T+ px+ r(p, x)+s(p) 

ただし， r(p,x) = (p-p*)[d(p)一ェ］である。 p> p*を仮定すると，（i)d(p)-x > 0のとき， M 財

はd(p)-xだけ輸入される。このとき， r(p,X)は関税収入となる。 (ii)d(p)-x < 0のとき， M 財は

自国市場で超過供給が発生しており， x-d(p)だけ輸出される。このとき， r(p,X)は政府支出とな

り，国内企業への輸出補助金に当てられる。ここで， d(p)= v-p, s(p) = 
1 
2 
(V-p)Zであるので，こ

れらの式を用いて上式の社会厚生 W(p,X)を具体的に書き表すと，

w(p, x) ＝叫x)(K-x)+z(x)T+px+(p-p*)(v-p-x)+½(v-p)2

となる。

現実の国際貿易政策の舞台においては，利益団体等が政策を巡って特定の政党に働きかける現象は

少なからず見られる。このような働きかけは，第 1節で述べたように，ロビーイングと呼ばれ， Gross-

man and Helpman (1994), Bagwell and Staiger (1996), Maggi and Clare (1998)等のいくつか

の文献によって，企業ー政府間の交渉モデルとして分析が行われている。

本稿では，基本的に Maggiand Clare (1998)に従って，次のように仮定する。企業は M財に資本

を投入したとき，ロビーイングができるとする。企業は M財の価格に関する保護貿易政策獲得のため
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に政府に献金を提示する。政府への献金額は， M財に投入される資本 1単位に対して C としよう。し

たがって，献金総額は EXとなる。このとき，企業の収益は次のようになる。

II =加（x)(K-x)+z(x)T+(p-c)x (3-1) 

一方，政府の目的関数は社会厚生に献金収入を加えたものとしよう。以下では，この値を単に社会厚

生と呼ぶことにする。ここで，政府は献金収入を高く評価している，すなわち献金収入 1円を評価パ

ラメーター分 aだけ高く評価していると想定しよう。政府がこの献金額を企業から提示される額以上

に評価するという想定は，政府官僚が天下りなどの見返りを期待していることにも通じる部分がある。

さて， a(>O)とすると，政府は献金収入を (1+ a)cxと評価していることになる。したがって，政府の

目的関数は，

加 (x)(K-x)+z(x)T+(p-c)x+ r(p, x)+s(p)+(l +a)cx 

となり，上式を整理して，保護貿易の下での社会厚生を次のように表すことができる。

n = w(p, x)+acx (3-2) 

以上の定式化を踏まえ， Maggiand Clare (1998)の2段階交渉ゲームを考察する。まず，第1段

階において，企業は資本量 xを決定する。次に，第 2段階で，政府と企業が国内価格と献金額について

交渉する。その際，政府と企業の交渉力は外生的に与えられ，それぞれ CJ, 1 -(Jとする。ただし， (JE 

[0,1]である。解の導出は，後向き推論法 (backwardinduction)で解くことになる。まず，第 2段

階での目的関数の定式化を行っておこう。ところで， Maggiand Clare (1998)では，献金額 Cがど

のような形で導出されたかについては明示的に示されていない。本来，国内価格と献金額は互いの交

渉によって求められるものであるから，本稿では，交渉力を反映させたナッシュ積を取り入れ，交渉

ゲームを次式によって定式化する鸞

N(p, x) = [w(p, x)+acx-w(p*, x)]<1[(p-c)x-p*x]1-び

w(p*, X)は自由貿易の下での社会厚生，p＊ぉは自由貿易の下での企業の収益であり，交渉決裂時のゲー

ムの基準点と呼ばれる。

まず，第 2段階から解いてみよう。最大化の 1階条件は次のように与えられる。

oN 
op = a(p-p*)[w(p, x)+acx-w(p*, x)］び―1[(p-x)x-p*x] 1-び

+(l-a)x[w(p, x)+acx-w(p*, x)］び[(p-x)x-p*xJ-<1= 0 

誓＝ aa[ w (p, x) + acx -w (p *, x)] <1-1 [ (p -x) x -p * x] 1-<1 

2) この定式化は， Binmore,K., A. Rubinstein and A. W olinsky (1986) に依拠し，モデルに適用している。
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-（1-(J）x[w(p, x)+acx-w(p*, x)］び[(p-x)x-p*x]一(f= 0 

この 2式を連立させると，国内価格pと献金額 Cが求められる。（最大化の 2階条件は，付論Aを参照

せよ。）

p=p＊十ax

c = (f)ax 

(3-3) 

(3-4) 

次に，第 1段階を求める。ここで，長期均衡が存在するための条件として次の 2つの不等式を仮定す

る。

加 (O)< P*＜冗1v(K)-(l-a)aK 

冗'N(x)-(l-a)a>。
これらの条件により解の存在性と内点解が保証される。

(3-3)式と (3-4)式を (3-1)式に代入すると，

II =叫x)(K-x)+z(x)T+[p ＊十ax-(~)ax]x

と表せる。企業は収益IIを最大にするように M財に投入する資本量 xを決定する。最大化の 1階条件

は，

dII 
dx 

＝一加(x)+p＊十2ax-(l+ a)ax = 0 

で与えられることから，次式を得る。

p*＝加(x)-(1-<J)ax (3-5) 

したがって，（3-5)式を満たすようにxは定まる。これを X” と記す。長期均衡での国内価格pと献金

額 cをそれぞれPm, c(xm)と表すと，（3-3)式と (3-4)式より，次式を得る。

pm= p＊十axm

C（げ）＝（1 ；(5）axm 

(3-6) 

(3-7) 

さて，図 2は，図 1で既に描かれていた p=p＊と冗N(X)のグラフに p=p＊十axと冗N(X)-（1-(f）ax

のグラフを付け加えたものである。均衡資本量 xmは，（3-5)式で示されているように， p= p*と冗

N(X)-(1-(f）axの交点で定まり， xmを垂直に伸ばして p＊十axとの交点がpmとなる。長期均衡におい

て， CJ=1のとき，豆＝ぉ＊となる。また， CJが増加すると xmとpmは各々減少することが図 2から

容易に判断できる。以下では，政府の交渉力が強くなるほど，献金額が増加することを確認しておこ

ぅ。 cは単位当たりの献金額であるので，献金総額はそれに資本量を掛けた値となる。献金総額を Cで

----73 ----



経済学研究第 65巻第 5 号

p= p＊十ax

pm +-----¥-------―| p* 

加 (0)

加 (x)一（1-び）ax

゜
x* X

 
K X 

図 2 マージー＝クレアーの貿易交渉モデルにおける長期均衡

記述すると，

C = (*)a(x叩

となる。式が 0の関数であることを考慮して，交渉力と献金総額の関係を表しておく。まず， Cを d

で微分して，

~=axm［予＋（1+6)dご］ (3-8) 

となり，（3-5)式より，

dxm -axm 
＝ d(J 冗＇N(ぶりー(1-6)a

が得られ，これを (3-8)式に代入して次のように書き換えられる。

dC a(X叩ら（式）一(1-a)a-2a(1+6)
d。= 2 [ら（戸）一(1-6)a]

条件としてがN（式）一(1-a)a > 2a(l + a)のとき，さらに aの範囲を考慮して条件を強めて，

冗1N(Xm)> 4a 

のとき，次式が成り立つ。

dC 
d(f 
＞。

以上，本節で行ったことを命題として述べておこう。

命題 1 (1) a = lのとき， xm= x*となる。すなわち，政府が完全に交渉力を持っているとき均

衡資本量は自由貿易のときの均衡資本量に等しくなる。

(2) 政府の交渉力が強くなるにつれて， xmとp叫すなわち均衡資本量と保護貿易価格はそ
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れぞれ減少する。

(3) 冗'N(Xm)> 4aのとき，政府の交渉力が強くなると，献金総額が増加する。

命題 1の意味するところは交渉力によって貿易政策が決定されるということである。また， (5= 1の

とき，資本量は自由貿易のケースと同じ水準になるが， pm-p*だけの保護貿易政策が採られることに

なる。

3.2 自由貿易のケースとの厚生比較

本項では，前項で求められた長期均衡で実現する社会厚生を求め，自由貿易の下での社会厚生との

比較を試みる。いま，長期均衡における社会厚生を Qmで表すと，

1 .0m =加（ぶり(K-xm)+z(xm)T+p巧;m+(pm-p*)(v-pm-xm)++(v-pm)2+ acxm 
2 

となる。上式にxmで評価した自由貿易の下での社会厚生

1 
w(p*，戸） ＝加（ぶり(K-xm)+z(xm)T+p*xm++(v-p*)2

2 

を代入すると，

1 om= w(p*, xm)-―(pm-p*)Z+aCXm 
2 

となる。さらに，（3-6)式，および (3-7)式を用いて整理することにより omは次のように表され

る。

o,m = w(p*，戸）＋ dが(x叩
2 

ここで， (5= 0のとき， o,m= w(p*, xm)となるので，

am= w(p*, xm) < w(p*, x*)＝釘

が成り立つ。 ,nmはびに関して連続であることを考慮すると，次の命題が得られる。

命題 2 政府の交渉力が弱ければ ((5が比較的小さいとき），保護貿易の下での社会厚生は，自由貿

易のケースに比べて低くなる (.o,m<.0,り。

4. 内生的貿易交渉モデル

前節でも言及されたように，マージー＝クレアーの貿易交渉モデルでは，外生的に与えられた政府

の企業に対する交渉力が強いほど，企業に高い献金を支払わせるという性質を有していた。確かに，

企業から政府への献金の授受に際し，そのようなことも現実的には起こりうるであろう。しかしなが

ら，献金額の多寡を最終的に決めるのは，企業サイドであることも十分に考えられ，企業が多額の献
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金を支払って政府との交渉を有利に進めるという考え方も成立しうる。

そこで，本節では企業が献金額を増やすことにより，政府に対する交渉力を強化できるものと想定

する。これに対して，マージー＝クレアーの貿易交渉モデルは，交渉力を所与としているため，企業

の献金額が変化してもあくまでも交渉力は一定のままである。本節では，マージー＝クレアーの貿易

交渉モデルの不備を補うひとつの試みとして，内生的に交渉力を決定する貿易交渉モデルを提示し，

その性質を検討する。

4. 1 モデルの定式化と長期均衡

マージー＝クレアーの貿易交渉モデルと同様に， 2段階の貿易交渉モデルで考察していく。まず，

第 1段階において，企業は資本量 xと献金率 tを決定し，その内容を政府に提示するものとしよう。

第 2段階では，第 1段階で決定された資本量ぶ献金率 tを所与として企業と政府が国内価格pを交

渉により決定する。ここで献金率とは，国内価格pの設定が認可された下で，自由貿易のときと比較

して，企業が得る超過収益 (p-p*)xのうち，政府に与える献金額の割合を意味する。したがって，献

金額は t(p-p*)xとなる。なお，献金の実際の授受は第2段階においてなされるものと仮定する。こ

れは，第 2段階で政府との交渉が決裂したとき，企業が基準点を自分に少しでも有利にさせるように

配慮していることを意味する。まず，献金率 tと政府の交渉力 6 との間には，

t = 1-(J (4-1) 

という関係式が成り立つものとしよう。つまり，何も献金しないとき (t= 0)には企業は交渉力を全

く持たず，逆に超過収益をすべて献金として政府に与えるとき (t= 1)には企業は完全な交渉力を獲

得することになる。もちろん，このような特定化はアドホックなものであり他にも幾つかのバリエー

ションが考えられるが，ここではあくまでも単純化のために (4-1)式を用いることにする。

解法は後向き推論法によって，第 2段階から解いていく。所与の資本量 x,献金率 t，および交渉カ

0のもとで，

[w(p, x)+at(p-p*)x-w(p*, x)］び[p-t(p-p*）-p*］1-d

を最大にするような価格pがナッシュ交渉解となる。最大化の 1階条件より，

p =  
2atx 
2-t 

+p* (4-2) 

を得る乳この式から， t= 0のときには p= p*となるため自由貿易の下における状況に帰着し， t=

2/3のときには， p= ax+p*となり，マージー＝クレアーの貿易交渉モデルにおけるサブゲームの均

衡解に一致することがわかる。

次に，第 1段階の解法に移る。まず，次の 3つの不等式が成り立つものと仮定する。

3) 2階の条件が満たされていることは，容易に確認できる。

-76-



国際貿易におけるロビーイングの役割

加 (K)-4(3-2./Z)aK> p* 

冗＼（x)-4(3-2⑫)a>。
加 (0)< p* 

これらの不等式は，以下で求める資本量と献金率が内点解として一意に定まることを保証するもので

ある。さて，企業の収益関数は，

II= z(x)T＋叫x)(K-x)+p-t(p-p*)x

と表せるが，（4-2)式を用いると，

II= z(x)T 十加(x)(K-x)+[~+p*~+p*] 

と書き換えられる。収益を最大にする資本量と献金率を求めると，最大化の 1 階条件より t=2-~

となり，資本量 xは次式を満たすように定まる。

p* ＝加(x)-4(3-2~りax

さらに，均衡価格は (4-2)式より，

p=2（⑫ーl)ax+p*

と定まる。一方，政府の交渉力 aは次のようになる。

6＝ ⑫ー1

(4-3) 

(4-4) 

図3では，長期均衡の導出方法が示されている。 仮定より，曲線加(x)-4(3-2⑫)axは右上がり

になるが，この曲線と水平線p= p*との交点で長期均衡における資本量がが決定される。団が自由

2（⑫ーl)ax+p*

e

*

 

p

p

 

加 (O)

加 (x)-4(3-2./Z)ax 

゜
x* X

 
K X 

図3 内生的貿易交渉モデルにおける長期均衡
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貿易下における均衡資本量 x*を上回ることはこの図から明らかである。さらに，直線p= 2(./2,-l)a 

x+p*において， x=四のときの価格炉が長期均衡での価格を意味する。以上のことを命題として

まとめておこう。

命題 3 内生的貿易交渉モデルにおける長期均衡では，政府の交渉力は企業の交渉力よりも弱くな

るように決定 ((J＝⑫ー1) され， 資本量がは自由貿易下における均衡資本量 x*を上回る。

4.2 自由貿易のケースとの厚生比較

本項では，前項で導出された長期均衡で実現する社会厚生を自由貿易のケースと比較してみる。い

ま，長期均衡での社会厚生をかと表記すると，

か＝ z（が）T十冗N（が）（Kーが）＋Peが＋（が一p*)(vーがーが）

1 
＋一(V-p叩＋（2―⑫)a(pe-p*）が

2 
(4-5) 

を得る。この値と自由貿易における社会厚生釘を比較するために，まず， 0Cが aに関して単調性を

有するかどうかを確認しておこう。その結果が次の命題にまとめられている。

命題 4 資本の限界生産性の逓減度が相対的に小さい場合には， aがある一定値以下のとき， 0汀ま

aの増加とともに減少し，その一定値を越えるとかは増加に転じる。これに対して，資本の限界生産

性の逓減度が相対的に大きいときには， 0汀ま aに関して強意単調増加関数となる。（証明は付論 Bを

参照せよ。）

a=Oのとき，］ ＝かであることを考慮すると，この命題から資本の限界生産性の逓減度が相対的

に大きいときには， aの大きさに関係なく常に，か＞ NCとなることが明らかになった。前節において

既に論じられたマージー＝クレアーの貿易交渉モデルでは，長期均衡における社会厚生は，政府の交

渉力が相対的に弱いときには自由貿易のケースに比べ低くなるので，本節の分析結果とは対照的であ

る。以上の考察から，政府が保護貿易を回避する手段として自由貿易にコミットすることが如何に難

しいかを理論的に解明することができたといえよう。

5. おわりに

国際貿易における利益の分配には政治的問題が関わってくるが，本稿ではロビーイングの政府およ

び政策に与える影響に焦点を合わせて分析を行った。まず第 1に，マージー＝クレアーの貿易交渉モ

デルにおける国内価格と献金額に関する交渉ゲームの導出過程を整合性を持たせることによって，政

府の交渉力が弱いとき保護貿易の下での社会厚生は自由貿易のケースよりも低くなるという結果を得

-78-



国際貿易におけるロビーイングの役割

た。また，政府の交渉力が強いとき，献金額は増加するということが示された。第 2に，現実の状況

から判断して，企業の政府への献金額が多いほど，企業の交渉力が強まるということを考慮して交渉

力を内生的に解くことを行った。結果は，マージー＝クレアーの貿易交渉モデルとは対照的に，政府

の交渉力が弱いときでさえも，保護貿易の下での社会厚生が自由貿易のケースよりも高くなることが

示された。このことは，政府が保護貿易政策を採用する理由としてあげられよう。

今後の課題としては，さらに現実的な国際貿易を念頭において，本稿での自国と外国との 2国間貿

易の想定に対して， Branderand Spencer (1985)等によって分析されている第 3国市場も含めた国

際複占市場を考察の対象としたい。また， Brainnardand Martimort (1992)等によって分析されて

いる企業と政府の間での国内価格に関する情報の非対称性の問題を採り入れることも要請される。

付論

A.最大化の 2階条件

A=  w(p, x)+acx-w(p*, x), B = (p-c)x-p*xとおくとヘッセ行列の各要素は次のようになる。

00閂＝ 一6が 正[A―1B+(1-<J)a田 A-2B+2(1-(J）ax囁ー1+(1-(J）がB-1J< 0 

璧＝ 一<J(l-(J）がA王［a如 B+2aA-1+B-1]< O 

がN
opoc = (J（1-<J)x2平 B可がA-2B +ZaA-1 + B-1] 

これらを用いてヘッシアンは次で表される。

がN 伊N f 02N ¥2 
亨・記―-（ 0pOc)＝訊1-(J）がA年 1B-zr1+1[a2A-2B+ZaA-1+B-1]>。

以上から，ヘッセ行列の主座小行列式の符号が 1次では負， 2次では正となるので，最大化の 2階条

件は満たされている。

B.命題 4の証明

(4-5)式を aで微分して整理すると，

dか = [p＊一加（が）＋（2-⑫）a(pe-p*)]
dxe 

da da 

+ [(2-高）ax←(pe-p*)]誓＋（2―⑫)（pe-p*）が (B-1) 

とまとめられる。ここで，（4-3)式と (4-4)式から，

dxe 
＝ 

4(3-2⑫)が
da ら (xりー4(3-2./Z)a

d炉 4(3-2⑫)Xe
da =2噂ー1)［五十ら(Xりー4(3-2⑫)a] 
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を得るが，これら 2つの式と (4-4)式から (B-1)式は次のように書き換えられる。

dか 4a(x叩[(5⑫-7)7liN（が）ー4(3-芯亦］
da ＝ら（が）ー4(3―⑫)a

仮定から，冗'N(Xe)-4(3-2⑫)a>0となるので，

＞ 
冗'N(Xe)7 4（⑫ー1)

＜ 
く，．

doe> 
da < 

-0 (B-2) 

となる関係式を得る。ここで， Xe=式（a)と表すことにしよう。 (4-3)式より， xe(O)= x*となるこ

とは明らかである。そこでまず，冗'N(X*)> 4（⑫ー1)のとき，（B-2)式より，

dne 
da 

> o,  Va 

が成り立つ。 a=Oのとき，か＝ 0Cであるから，資本の限界生産性の逓減度が大きいとき，すべての

aに対して，内生的貿易交渉モデルにおける長期均衡下の社会厚生は，自由貿易のときを上回ることに

なる。次に，冗'N(X*)~4（⑫ー 1) のとき，冗'N(x(a*）)を満たす a* が存在する。このとき，（B-2）式よ

り次の関係が成り立つ。

＞ a -a* 
＜ 

く〉
doe> 
da < 

-0 

すなわち， aが a*以下のときにはかは aの増加とともに減少し， aが a*を越えるとかは増加に転

じる。したがって，このケースでは aの値が小さいときには，自由貿易のときの社会厚生が内生的貿

易交渉モデルにおける長期均衡下の社会厚生を上回ることになる。
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